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（ ）国際政治学の誕生については、ジョン・ ・ミアシャイマー（奥山真司訳）『大国政治の悲劇』、 ～ 頁。

奥山氏は国際政治学のリベラリズム・リアリズムの発生の過程等について明快に解説している。

（ ） ・ ・カー（原彬久訳）岩波文庫、 年、『危機の二十年』 ～ 頁。

（ ） ・ ・カー、前掲、 頁。

（ ） ・ ・カー、前掲、 頁。

（ ） ・ ・カー、前掲、 頁。

（ ） ・ ・カー、前掲、 頁。

（ ）世界の歴史では新興覇権大国が台頭する過程で、激しい衝突がなかったケースもある。大英帝国の覇権に対す

る米国の台頭である。このケースでは英国が、対米関係を調整・強化しながら、ゆっくりと段階的に覇権から

撤退したから、激しい摩擦・衝突がなかったと考える。英国はこの独自の戦略によって、世界覇権からは撤退

したが世界政治での「隠然たるプレゼンス」を保持することになる。

（ ）「冷戦終結・ソ連崩壊・グローバル化」という現実は、国際政治学等の多様な「理論」の説明力の再検討を迫

った。

（ ）挑戦と応戦（歴史的挑戦の克服⇒新しい文明の誕生）・史的唯物論（無階級社会⇒階級社会・階級闘争⇒無階

級社会）等は普遍的な法則性に近いものを探究した学問上の挑戦であると考えられる。

（ ）民主的平和論（民主主義国家同士では戦争は発生しにくい）、多様な国家統治理論（議院内閣制・大統領制・

プロレタリア独裁理論・開発独裁理論）等、多様な政治理論がある。
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創業年と企業規模からみた対韓輸出日本企業の特徴1 

―中小企業が弱いから対日貿易赤字になるのか― 

長岡大学准教授 權 五景 

 

 

１．日本中小企業訪問経験から生じた疑念 
韓国では対日貿易赤字は部品・素材の輸入によるもので、その原因として中小企業の脆弱さが指摘されてから久

しい。また、部品・素材産業の担い手が中小企業であるという認識もかなり根強い。それで、同産業の担い手であ

る中小企業の競争力が高くなればこの問題は解決できると韓国社会は見ている可能性が高い。しかし、これまでの

日本での中小企業訪問の経験からしてそれが実現できたとしても、赤字問題は解決できないのではないかという疑

念を持つようになった。 

ここでは、いずれも韓国向けに輸出をしている 3 つの事例を挙げたい。 

 

＜事例１＞研削機の輸出メーカー（中小企業）として、長年にわたるノーハウの蓄積で高技能保有企業：韓国市場

規模が小さいため韓国製メーカーの数は少なく技術水準も低い。それで、韓国の需要企業からしたら日

本からの輸入が経済効率的となる。 

＜事例２＞FDP 製造用機械輸出メーカー（中小企業）として、核心源泉技術保有：しかし、数十年間の貿易赤字を

作るほどの輸出規模はない。 

＜事例３＞半導体製造装置メーカー（世界市場占有率３位、大企業）として、韓国企業はもちろんであり、世界に

対して影響力が大きい。：この例は紛れもなく、対日貿易赤字の原因とみなされる。 

 

 

２．通説としての‘中小企業脆弱説’ 
一般的な認識として、部品・素材産業分野での核心源泉技術力の格差（先進国の７０％水準）を指摘し、部品・

素材を主な事業分野としている中小企業にその責任を負わせている。このような認識は韓国社会に浸透している。

김현정(2005)は、中小企業の零細性と大企業に対する依存性が中小企業の発展を阻害し、対日貿易赤字の原因だと

指摘している。김진용・노원정(2008)は、固有技術を確保した中小企業は少なく、中小企業の多くは大企業に従属

されているため、支持産業または下部構造が脆弱な構造となりそれを埋め合わせたのが対日貿易赤字だという分析

している。しかし、経済発展に伴い韓国の中小企業や中堅企業もそれなりに技術水準が高くなっているのが事実で

ある。だとしたら、赤字の規模は縮小されなければならない。赤字が拡大一路にあるのはなぜだろうか。 

韓国の対日貿易赤字問題は経済の領域を超え、政治・外交領域にある。それで、多くの先行研究があるが、本稿

で分析の対象としている‘企業単位’の視点に立ち、技術競争力を持っているという日本の中小企業の製品が韓国

の対日輸入の中でどれほどを占めているかに関して触れている研究には遭遇できなかった。これを確認しないで部

品・素材企業＝中小企業扱いをするのは真実と異なる可能性があり、甚だ危ないと言わざるを得ない。そこで、実

際はどのよう企業が作った製品を輸入するかを確認することにし、それが企業リストの作成である。 

そして、本研究と同じ期間に行われた水野順子編（2010）は『韓国の対日貿易赤字問題』において、韓国の対日

貿易赤字の原因は中小企業ではなく大企業であることを指摘した。その研究と本研究との違いは、100 大輸出品目

のほぼすべてを調査対象とした点、輸出企業の特性、産業別に日本企業の技術蓄積の過程も触れている点である。 

                                                   
1 本稿は水野順子編（2011）『韓国の輸出戦略と技術ネットワーク』アジア経済研究所において先行研究として pp.45-48., 
pp.64-65.にわたって紹介、要約された「日本企業の規模報告書 2010（韓国語）」を企業リストの紹介を中心とし、簡潔に

まとめたものである。また、本稿は第 27 回日韓経済経営国際学術会議で発表した原稿を修正したものでもある。 
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３．企業リストをどのような方法で作成したのか。 
本稿は、韓国が日本企業から買っていくものは、韓国企業にとって必要であり、メリットがデメリットよりも大

きいものであり、韓国側の理解に従えば、中小企業の部品や素材であることが確認できるはずだという考え方の下

で、その確認作業を行ったものである。 

活用した資料は、税関統計に基づいて JETRO が作成しているもので、ＨＳコード６桁基準で、輸出と輸入でそ

れぞれ１００品目を、実額、構成比、品目の対世界輸出の中でのシェアー等が公表されている。利用年はリーマン

ショックの影響がなかった 2008 年である。 

リストの作成方法は、各品目ごとの各社への電話確認（対韓輸出の有無）、各社ＨＰ、日本の協会団体への電話

確認、韓国の協会団体への電話確認である。 

 

 

４．企業リストからみた特徴 
＜図１＞「日本の対韓国１００大輸出品目」の意義 

 
      （出所）JETRO データーベースより作成。 

 

100 大品目は、規模が大きい（62.9%）だけに韓国経済が成長するための絶対必要条件である。それだけでも意義

がある。そして、６割強だからと言って全体を代表するとは言えないが、赤字縮小のためには、割合が大きい上位

品目に重点を置く必要があり、それらを生産する企業の特性を研究することは意義がある。  
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＜表１＞日本の対韓 100 大輸出品目の構成 

 

（出所）＜図 1＞と同じ。 

 

＜表１＞は日本の対韓 100 大輸出品目の業種別構成を示している。単一品目としては鉄鋼が最も高く、機械・機

器をたすと 100 大品目の 6 割を占める。4 番目のプラスチックは一般的なプラスチック製品ではなく、ＴＡＣフィ

ルムに代表される液晶ディスプレイ用フィルムである。 

＜図２＞は日本企業の歴史と規模（従業員数と資本金額）を示している。明治維新後から韓国の歴史が始まる前

までに既に創立されていた企業が半数以上である。そして、長い歴史は多角化の歴史でもある。古川グループが好

例。古川電工から富士通が生まれ、そこからまたファナックが生まれたのである。従業員数（上図）で見ても、資

本金額（下図）で見ても巨大企業が多い。＜表３＞の 848180 のコック製造企業が比較的に小さい規模だったが、そ

れでも従業員 200 人を上回っていた。全体の中で、中小企業性製品と推定できるものはバルブ分野だけだった。一

律的な規模の大型化を主張するわけではないが、データを見る限り無視するわけにもいかない。 

また、本社が地方にある企業が多数ある。韓国と大きく異なる点である。 

 

  

品目 比率（%）
鉄鋼 21.5
電気機械 18.3
一般機械 15.5
プラスチック 6.8
再輸出品 6.6
その他の化学製品 5.1
有期化学品 4.8
精密機器 4.4
輸送機械 3.8
ガラス製品 2.8
非鉄金属 1.5
石油、同製品 2.1
金属原料 1.9
石炭、同製品 1.3
写真・映画用材料 1.2
レコード、テープ等の記録用媒体 0.6
運動用具 0.5
なめし剤、染料、顔料類 0.4
無機化学品 0.4
医薬品、医薬用品 0.3
08全体 100.0
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＜図２＞日本企業の歴史と規模 

 
（注）横軸は創業年、縦軸は従業員数（人、上図）と資本金額（億円、下図）を表している。 

（出所）＜図１＞と同じ。 

 

 

＜表２＞両国企業の規模別構成（上表は出荷額基準、下表は事業所数） 

 
（注）単位はどちらも 10 億円だが、1 円＝10.77 ｳｫﾝと換算した。 

（出所）各国政府の中小企業庁のサイトより作成。 

従業者規模 出荷額(a) 出荷額(b) 従業者規模

5～9人 4,071 46.0 8,854 4～9人

10～19人 6,313 44.6 14,141 10～19人

20～99人 20,212 30.9 65,373 20～99人

100～299人 16,052 23.0 69,876 100～299人

5～299人 46,648 29.5 158,244 4～299人

300人以上 57,025 32.4 175,772 300人以上

製造中小企業 46,648 29.5 158,244 製造中小企業

製造業 103,673 31.0 334,016 製造業

韓国
(a/b)*100

日本
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（注）単位はどちらも 10 億円だが、1 円＝10.77 ｳｫﾝと換算した。 

（出所）各国政府の中小企業庁のサイトより作成。 

従業者規模 出荷額(a) 出荷額(b) 従業者規模

5～9人 4,071 46.0 8,854 4～9人

10～19人 6,313 44.6 14,141 10～19人

20～99人 20,212 30.9 65,373 20～99人

100～299人 16,052 23.0 69,876 100～299人

5～299人 46,648 29.5 158,244 4～299人

300人以上 57,025 32.4 175,772 300人以上

製造中小企業 46,648 29.5 158,244 製造中小企業

製造業 103,673 31.0 334,016 製造業

韓国
(a/b)*100

日本
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（出所）上表と同じ。 

 

＜表２＞は両国企業の規模別割合を出荷額基準と事業所数基準で比較している。出荷額基準（上表）でも事業所

数基準（下表）でも 10－299 人規模の事業所数を日本と比べた割合は同規模の出荷額を日本と比べたものに比べる

と、大きい。つまり、事業所数の割合ほど出荷額の規模が大きくないのである。一方、300 人以上の大企業は事業

所数では 18%の水準だが、出荷額では 32.4%の水準である。要するに、韓国の大企業は数の面では日本の 1/5 しかな

いが、生産規模は 1/3 の水準にあるということである。韓国中小企業の相対的零細性がうかがえる。しかし、それ

が貿易不均衡を起こしている本質的なものかどうかはわからない。そこで、リスト企業の特性と合わせて考えると、

歴史が長く、企業規模の大きい大企業が少ないことが原因として考えられる。具体的には、中間財を生産する大企

業の層の薄さが指摘できる。 

 

 

＜図３＞両国の産業組織と貿易のイメージ図 

 

          川上産業 

 

 

 

 

 

                                          川下産業 

 

 

 

 

 

         日本経済                         韓国経済 

 

＜図３＞は両国の産業組織とそれに基因する貿易をイメージしたものである。韓国は川上産業の不在または弱さ

を日本から補っている。これが真の貿易不均衡の原因である。つまり、韓国の大企業にとっては、日本企業が作る

中間財は石油と同じく天然資源の役割をしたと言える。 

 

従業者規模 事業所数(a) 事業所数(b) 従業者規模

5～9人 54,630 43.0 127,064 4～9人

10～19人 30,835 51.3 60,162 10～19人

20～99人 23,598 38.4 61,422 20～99人

100～299人 2,894 26.8 10,787 100～299人

5～299人 54,919 21.2 259,435 4～299人

300人以上 619 17.9 3,458 300人以上

製造中小企業 111,957 43.2 259,435 製造中小企業

製造業 112,576 42.8 262,893 製造業

韓国
(a/b)*100

日本
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５．品目別日本企業の特徴 
5.1 鉄鋼 

＜図４＞日本の鉄鋼企業の歴史と規模 

 
 

日本の最小の高炉メーカーの日新製鋼の半分ほどであり、POSCO のスタートは日本の電気炉メーカーの殆どよ

りも遅い。売上（2007）からすれば、POSCO（世界 4 位）を上回ったのが新日本製鉄（2 位）と JFE ホールディン

グス（3 位）。そして、日本国内で 3 位の住友金属（20 位）と国内 4 位の神戸製鋼所（世界 39 位）を合わせると、

POSCO を上回る。つまり、鉄鋼という素材産業に中小企業が入る余地は殆どないことが確認できる。  

鉄鋼は、2008 年現在輸出全体の 13.5%、100 大品目合計の 21.5%を占めている再大品目である。1991 年の輸出全

体の 3.7%、100 大品目合計の 8.1%から大きく躍進した。具体的には、鋼管と冷延鋼板の中間財である熱延鋼板、船

舶用厚板、化学プラント用のステンレス鋼板、建築用の型鋼等々の需要が急増したためだが、具体的には１）高炉

メーカーが 1 社のみで供給不足（因みに、日本は 5 社）、２）品質面での格差、３）価格面でのホールアップ問題の

予防のためである。 

また、古鉄とスラブという中間財を必要とする電気炉メーカーの存在のため、地理的にも品質的にも優位にある

日本製品の輸入は絶対的に必要。砕氷船用厚板、自動車外部用鋼板などの高級品は高級スラブを使わねばならない

ため、日本からの輸入縮小はあり得ない。 

亜鉛鍍金鋼板は耐食性が強いため、自動車の内外板（特に、下板）、冷蔵庫内板、洗濯機内板、電子レンジ内板

用として輸入されるが、技術格差と供給不足が原因である。ステンレス鋼板は化学プラント、産業機器、食品加工

機、原子力発電、熱交換機に使用。市場成長により韓国内供給が間に合わない。 

需要企業が独占企業 POSCO との価格交渉で不利にならないため、日本企業から輸入するため、簡単には変わら

ない。 

 

5.2 機械・機器類（電気機械、一般機械、精密機械） 

電気機械は、輸出全体の 11.6％、100 大合計の 18.3％を占めており、そのうち、IC、LSI が 39.8％である。 

 半導体は、世界市場（2007 年）では、三星電子（2 位）、東芝（4 位）、ハイニックス（6 位）、ルネサス（7 位）、

ソニー（8 位）にもかかわらず、その他 IC・LSI（3 位）、記憶素子 IC・LSI（17 位）、プロセッサー・コントローラ

ーＩＣ・ＬＳＩ（21 位）と対韓輸出は大きい。日本から半導体を輸入する理由は、韓国企業はメモリ分野に特化し

ているためだと思われる。需要製品群としては、携帯電話、コンピューター、自動車、家電製品、産業機械等々が

ある。印刷回路は、需要産業が多いため製造企業が市場供給をカバーしているが、韓国企業は多品種少量生産に答

えていないから。光電性半導体デバイス及び発光ダイオードは、韓国家電産業の成長のためであり、電話機の部分

― 30 ―

長岡大学  研究論叢  第 13 号（2015 年 7 月）



長岡大学 研究論叢 第 13 号（2015 年 7 月） 

- 30 - 

５．品目別日本企業の特徴 
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品は、京セラ、村田製作所との技術格差のためである。 

 FPD 製造機器と半導体製造機器メーカーの歴史と規模を示したのが＜図５＞である。 

 

＜図５＞日本における FPD 製造機器と半導体製造機器メーカーの歴史と規模 
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精密機器であるが、偏光材料製のシート・板は単一品目で全体輸出の 1.2％、LG 化学が世界トップの日東電工と

競り合っている。また、各種測定器もこのカテゴリに含まれる。 

その他(タービン)は、技術格差と造船業の好調が原因と考えられる。 

 

 

5.3 プラスチック類、化学製品、化学品 

プラスチックは、全体輸出の 4.3％を占めている。その内、酢酸セルロース製板・シート等は単一品目で 1.8％。

日本企業が世界市場の９割を独占している状態。輸入は仕方がないと言えよう。 

その他化学製品類であるが、元素を電子工業用にドープ処理したもの（円盤状、ウェハー状）は全体輸出の 2.0%

を占めている。具体的には半導体基板用のシリコンウェーハ―だが、信越化学工業と SUMCO が世界市場の 1・2

位を競っている。 

有機化学品類であるが、他の品目と違い、技術格差によるものというよりは、日本企業の大型化の失敗後のリス

トラによる生産体制の違いから生じる製品群の違いや価格面と購買力面において日本からの輸入メリットがあるか

ら行うものである。また、多額の設備投資を必要とするため、中小企業の参入は不可能である。 

 

5.4 輸送機械類 

輸送機械類であるが、中心は自動車用のギヤボックスと乗用車。日産モデルのルノー三星自動車 SM3, SM5 を韓

国内で生産しているが、ギヤボックスを全量日本から輸入するため。これは需給調節、交渉力強化とは関係なく、

Made in Japan に対する韓国消費者の憧れによるものである。59 位のゴルフクラブも同じである。 

 

5.5 ガラス製品類 

ガラス製品類であるが、液晶画面用が中心であり、その他の板ガラス（引上げ・吹上げ法）は単一品目では再輸

出品を除けば 9 位の品目で、対日依存が大きい。世界市場は米国コーニングと旭硝子がリードしており、韓国に三
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星電子とコーニングの合弁企業である三星コーニング精密素材が生産し、三星電子に供給している。ところが、三

星電子の競争企業は日本から半製品を輸入し液晶用として加工してから使用している。この業界は、鉄鋼製品のよ

うに、韓国内独占と供給不足が原因となっているため、簡単には構図が変わらないと予想される。 

 

 

６．むすび 
 上述した内容を簡潔にまとめると、次のようになる。 

 

• 韓国の成長産業と深い関係がある。 

 

• ほとんどの企業が大企業であり、世界トップレベルの企業が多い。 

 

• ほとんどの企業の歴史が長く、100 年を上回る企業も多い。 

 

• 大企業の分布として、韓国は日本に比べ各産業の川上の層が薄い。 

 

• 技術格差のための輸入がある。正確には技術が韓国にないからである。 

• 需給調節やホールドアップ問題防止策としての輸入もあるが、いずれにしても韓国の大企業間の問題でもあ

り、韓国市場が独占構造でコンテスタブル市場とは程遠いため、日本の大企業との取引が行われている。要

するに、主に、素材市場において十分に供給できる大企業が不足している韓国国内市場の状態が日本からの

輸入を誘発している。 

 

上述の内容からして、両国間の貿易不均衡は短期間で圧縮成長をしてきた韓国経済の進化の結果として見るべ

きである。従って、韓国中小企業の脆弱さが日韓間の貿易不均衡につながったというこれまでの韓国内での通説

は本稿によって否定されることになる。 
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属

品
 

ユ
ニ
オ
ン
ツ
ー
ル

 
19

55
77

5
30
 

デ
ィ
ス
コ

 
19

37
1,

66
1

14
5 

フ
ジ
ミ

 
19

53
73

6
48
 

住
友
ベ
ー
ク
ラ
イ
ト

 
19

11
7,

53
7

37
1 

澁
谷
工
業

 
19

31
1,

35
1

11
4 

T
H
K 

19
71

7,
55
9

34
6 

20
 

電
気

機
械
 

85
42
31
 

プ
ロ
セ

ッ
サ

ー
・

コ
ン

ト
ロ

ー
ラ

ー
Ｉ

Ｃ
・

Ｌ
Ｓ

Ｉ
 

O
K
I 

18
81

18
,1
11

76
9 

ロ
ー
ム

 
19

58
21

,0
05

87
0 

セ
イ
コ
ー
エ
プ
ソ
ン

 
19

42
77

,9
36

53
2 

パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク
（
セ

ミ

コ
ン
ダ
ク
タ
ー
）

 

19
18

15
,4
40

- 

ル
ネ
サ
ス
エ
レ
ク
ト

ロ

ニ
ク
ス

 

20
02

47
,0
00

1,
53
3 

東
芝
 

18
75

19
7,
71
8

2,
80
3 

富
士
通

 
19

35
17

2,
43
8

3,
24
6 

三
洋
半
導
体

 
19

58
8,

20
0

- 

21
 

石
炭

、
同
製
品
 

27
07

30
 

キ
シ

ロ
ー

ル
 

J
X
日
鉱
日
石
エ
ネ
ル
ギ

ー
 

18
88

- 
1,

39
4 

東
燃
ゼ
ネ
ラ
ル
石
油

 
19

47
2,

35
4

35
1 

出
光
興
産

 
19

40
7,

93
3

1,
08
6 

22
 

電
気

機
械
 

85
37
10
 

電
気
制

御
・

配
電

用
の

盤
等

（
１

０
０

０
Ｖ

以
下

）
 

日
東
工
業

 
19

48
2,

01
8

66
 

23
 

鉄
鋼
 

72
07
11
 

鉄
類
半

製
品

（
擬

似
正

方
形

・
炭

素
０

．
２

５
％

未
満

）
 

１
위
 
철
철
 
참
참
 

24
 

輸
送

機
械
 

87
03
24
 

乗
用

車
（

ガ
ソ

リ
ン

エ
ン

ジ
ン

、
３

０
０

０
ｃ

ｃ
超

）
 

ト
ヨ
タ
自
動
車

 
18

67
32

0,
59
0

3,
97
1 
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長
岡
大
学

 
研
究
論
叢

 
第

1
3
号
（

2
0
15

年
7
月
）

 

-
 3

6
 -

 

本
田
技
研
工
業

 
19

48
17

6,
81
5

86
0 

25
 

電
気

機
械
 

85
25
80
 

テ
レ
ビ

ジ
ョ

ン
カ

メ
ラ

・
デ

ジ
タ

ル
カ

メ
ラ

・
ビ

デ
オ

カ
メ

ラ
レ

コ
ー

ダ
ー
 

日
立
国
際
電
気

 
19

48
4,

89
4

10
1 

ソ
ニ
ー

 
19

46
16

7,
90
0

6,
30
8 

パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク

 
19

18
38

4,
58
6

2,
58
7 

キ
ャ
ノ
ン

 
19

33
16

8,
87
9

1,
74
8 

オ
リ
ン
パ
ス

 
19

19
36

,5
03

48
3 

26
 

電
気

機
械
 

85
41
40
 

光
電
性

半
導

体
デ

バ
イ

ス
及

び
発

光
ダ

イ
オ

ー
ド

 
日

亜
化
学
工
業

 
19

56
5,

10
0

46
7 

豊
田
合
成

 
19

49
26

,0
84

28
0 

シ
ャ
ー
プ

 
19

35
54

,8
00

2,
04
7 

三
菱
ケ
ミ
カ
ル
ホ
ー

ル

デ
ィ
ン
グ
ス

 

19
50

53
,9
07

50
0 

ス
タ
ン
レ
ー
電
気

 
19

20
12

,8
93

30
5 

27
 

電
気

機
械
 

85
17
70
 

電
話
機

の
部

分
品

 
京
セ
ラ

 
19

59
59

,5
14

1,
15
7 

日
本
航
空
電
子
工
業

 
19

53
5,

61
1

10
7 

日
立
金
属

 
19

56
17

,8
06

26
3 

日
本
電
産

 
19

73
96

,4
82

66
6 

F
U
JI
N
ON
 

19
44

32
,7
00

40
0 

信
越
ポ
リ
マ
ー

 
19

60
4,

71
6

11
6 

28
 

有
機

化
学
品
 

29
02
50
 

ス
チ
レ

ン
 

旭
化
成
ケ
ミ
カ
ル
ズ

 
19

31
5,

40
0

30
 

出
光
興
産

 
19

40
8,

33
0

1,
08
6 

三
菱
化
学

 
19

50
24

,7
05

50
0 

29
 

電
気

機
械
 

85
34
00
 

印
刷
回

路
 

フ
ジ
ク
ラ

 
18

85
50

,6
39

53
0 

住
友
電
気
工
業

 
18

97
14

6,
34
0

96
8 

東
芝
ホ
ク
ト
電
子

 
19

50
39

9
98

8 

日
立
化
成
エ
レ
ク
ト

ロ
19

49
84

5
23
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長
岡
大
学

 
研
究
論
叢

 
第

1
3
号
（

2
0
15

年
7
月
）

 

-
 3

7
 -

 

ニ
ク
ス

 

大
日
本
印
刷

 
18

76
39

,6
43

1,
14
5 

30
 

プ
ラ

ス
チ
ッ
ク
 

39
20

99
 

そ
の

他
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
製

板
・

シ
ー

ト
等

 
三
菱
ケ
ミ
カ
ル
ホ
ー

ル

デ
ィ
ン
グ
ス

 

19
50

53
,9
07

50
0 

三
井
化
学

 
19

55
12

,9
64

1,
25
1 

住
友
化
学

 
19

13
27

,8
28

89
7 

日
本
合
成
化
学

 
19

27
1,

59
2

18
0 

31
 

プ
ラ

ス
チ
ッ
ク
 

39
19

90
 

そ
の

他
の

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

製
板

等
（

接
着

性
有

り
）

 
3
0
位
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
参
照

 

32
 

鉄
鋼
 

72
16
40
 

山
形
鋼

・
Ｔ

形
鋼

（
高

さ
８

０
ｍ

ｍ
以

上
）

 
J
F
E
条

鋼
 

19
91

- 
45

0 

大
阪
製
鉄

 
19

78
70

6
88
 

ト
ピ
ー
工
業

 
19

21
2,

25
0

21
0 

33
 

精
密

機
器
 

90
31
80
 

そ
の

他
の

測
定

・
検

査
機

器
 

キ
ー
エ
ン
ス

 
19

74
3,

10
0

30
6 

東
京
精
密

 
19

49
95

3
10

2 

ミ
ツ
ト
ヨ

 
19

34
2,

52
5

4 

34
 

電
気

機
械
 

85
36
90
 

そ
の
他

の
電

気
回

路
の

開
閉

器
、

保
護

・
接

続
用

の
機

器
（

１
ｋ

Ｖ
以

下
）
 

S
M
K 

19
25

11
,4
82

80
 

日
本
開
閉
器
工
業

 
19

51
22

0
10
 

ア
ル
プ
ス
電
気

 
19

48
36

,5
20

23
6 

日
立
 

19
20

35
9,
74
6

4,
08
8 

35
 

鉄
鋼
 

72
19
13
 

熱
間
圧

延
ス

テ
ン

レ
ス

鋼
コ

イ
ル

幅
６

０
０

ｍ
ｍ

上
厚

さ
３

－
４

．
７

５
ｍ
ｍ

 

新
日
鐵
住
金
ス
テ
ン

レ

ス
 

2,
00
3

1,
40
0

50
 

J
F
E
ス
チ
ー
ル
 

18
96

42
,8
42

2,
39
6 

日
新
製
鋼

 
19

08
6,

21
0

79
9 

大
同
特
殊
鋼

 
19

16
10

,4
14

37
2 

36
 

鉄
鋼
 

72
14
20
 

圧
延
ね

じ
り

鉄
棒

（
節

・
リ

ブ
・

溝
付

き
）

 
1
位
鉄
鋼
参
照
 

37
 

金
属

原
料
 

72
04
21
 

ス
テ
ン

レ
ス

鋼
の

く
ず

 
-
 

- 
- 

- 
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長岡大学  研究論叢  第 13 号（2015 年 7 月）



長
岡
大
学

 
研
究
論
叢

 
第

1
3
号
（

2
0
15

年
7
月
）

 

-
 3

8
 -

 

38
 

写
写
・
映
画
用
材

料
 

37
07
90
 

乳
剤
以

外
の

写
真

用
化

学
調

製
品

 
三
菱
ケ
ミ
カ
ル
ホ
ー

ル

デ
ィ
ン
グ
ス

 

19
50

53
,9
07

50
0 

富
士
フ
イ
ル
ム
 
エ
レ

ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
マ
テ

リ

ア
ル
ズ

 

19
83

27
2

5 

東
京
応
化
工
業

 
19

40
1,

69
3

14
6 

ソ
ニ
ー
ケ
ミ
カ
ル
＆

イ

ン
フ
ォ
メ
ー
シ
ョ
ン

デ

バ
イ
ス

 

19
62

3,
21
7

55
 

39
 

電
気

機
械
 

85
39
39
 

そ
の
他

の
放

電
管

（
除

く
紫

外
線

ラ
ン

プ
）

 
東

芝
ラ
イ
テ
ッ
ク

 
18

90
2,

32
9

10
0 

ウ
シ
オ
電
機

 
19

64
2,

22
6

19
6 

40
 

一
般

機
械
 

84
86
40
 

半
導

体
製

造
関

連
機

器
 

凸
版
印
刷

 
19

08
47

,5
22

1,
05
0 

大
日
本
印
刷

 
18

76
39

,6
43

1,
14
5 

H
O
YA
 

19
41

34
,4
50

63
 

41
 

鉄
鋼
 

72
08
52
 

熱
間
圧

延
そ

の
他

の
鉄

板
厚

さ
４

．
７

５
～

１
０

ｍ
ｍ

以
下

 
2
位
鉄
鋼
参
照
 

42
 

鉄
鋼
 

72
25
30
 

熱
間
圧

延
合

金
鋼

コ
イ

ル
幅

６
０

０
ｍ

ｍ
以

上
 

2
位
鉄
鋼
参
照
 

43
 

プ
ラ

ス
チ
ッ
ク
 

39
20

62
 

ポ
リ

（
エ

チ
レ

ン
テ

レ
フ

タ
レ

ー
ト

）
製

板
・

シ
ー

ト
等

 
東
レ
 

19
26

37
,9
36

96
9 

帝
人
 

19
18

18
,7
78

70
8 

44
 

電
気

機
械
 

85
43
70
 

そ
の
他

の
電

気
機

器
（

固
有

の
機

能
を

有
す

る
も

の
）

 
-
 

- 
- 

- 

45
 

レ
コ

ー
ド
、
テ
ー

プ
等

の
記
録
用

媒
体
 

85
23
29
 

そ
の
他

磁
気

媒
体

 
ソ
ニ
ー

 
19

46
16

7,
90
0

63
07
 

太
陽
誘
電

 
19

50
17

,8
36

23
6 

T
D
K 

19
35

80
,5
90

32
6 

46
 

有
機

化
学
品
 

29
02
20
 

ベ
ン
ゼ

ン
 

J
X
日
鉱
日
石
エ
ネ
ル
ギ

ー
 

18
88

- 
1,

39
4 

出
光
興
産

 
19

40
8,

33
0

1,
08
6 
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長岡大学  研究論叢  第 13 号（2015 年 7 月）



長
岡
大
学

 
研
究
論
叢

 
第

1
3
号
（

2
0
15

年
7
月
）

 

-
 3

9
 -

 

三
菱
化
学

 
19

50
24

,7
05

50
0 

47
 

有
機

化
学
品
 

29
02
44
 

キ
シ
レ

ン
異

性
体

・
混

合
物

 
4
6
位
有
機
化
学
品
参
照

 

48
 

電
気

機
械
 

85
07
80
 

そ
の
他

の
蓄

電
池

 
三
洋
電
機

 
19

47
10

4,
88
2

3,
22
2 

ソ
ニ
ー

 
19

46
16

7,
90
0

6,
30
7 

49
 

金
属

原
料
 

72
04
41
 

そ
の
他

の
鉄

鋼
く

ず
（

切
削

く
ず

、
打

抜
き

く
ず

）
 

 

50
 

金
属

原
料
 

72
02
60
 

フ
ェ
ロ

ニ
ッ

ケ
ル

 
太
平
洋
金
属

 
19

49
37

0
13

9 

日
本
冶
金
工
業

 
19

25
1,

15
3

22
3 

住
友
金
属
鉱
山

 
15

90
9,

30
9

93
2 

51
 

一
般

機
械
 

84
86
10
 

半
導

体
ボ

ー
ル

又
は

半
導

体
ウ

エ
ハ

ー
製

造
用

の
機

器
 

コ
マ
ツ
工
機

 
19

63
28

5
6 

三
菱
マ
テ
リ
ア
ル
テ

ク

ノ
 

19
58

1,
21
2

10
 

岡
本
工
作
機
械
製
作

所
19

25
1,

67
7

49
 

東
京
精
密

 
19

49
95

3
10

2 

荏
原
製
作
所

 
19

12
13

,8
00

61
2 

ス
ピ
ー
ド
フ
ァ
ム

 
19

71
39

0
1 

古
河
機
械
金
属

 
18

75
2,

67
0

28
3 

52
 

一
般

機
械
 

84
81
80
 

コ
ッ

ク
 

岡
野
バ
ル
ブ

 
19

26
37

1
13
 

東
亜
バ
ル
ブ
エ
ン
ジ

ニ

ア
リ
ン
グ

 

19
22

36
1

17
 

日
立
バ
ル
ブ

 
19

87
22

0
3 

53
 

鉄
鋼
 

72
08
37
 

熱
間
圧

延
そ

の
他

の
鉄

コ
イ

ル
厚

さ
４

．
７

５
～

１
０

ｍ
ｍ

以
下

 
1
位
鉄
鋼
参
照
 

 
 

 

54
 

有
機

化
学
品
 

29
01
22
 

プ
ロ
ペ

ン
（

プ
ロ

ピ
レ

ン
）

 
東
燃
ゼ
ネ
ラ
ル
石
油

 
19

39
39

1
35

1 

昭
和
電
工

 
19

08
11

,5
64

1,
40
6 

55
 

鉄
鋼
 

72
07
20
 

鉄
類
半

製
品

（
炭

素
０

．
２

５
％

以
上

）
 

1
位
鉄
鋼
参
照
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長
岡
大
学

 
研
究
論
叢

 
第

1
3
号
（

2
0
15

年
7
月
）

 

-
 4

0
 -

 

56
 

電
気

機
械
 

85
41
60
 

圧
電
結

晶
素

子
 

京
セ
ラ

 
19

59
63

,8
76

1,
15
7 

村
田
製
作
所

 
19

44
34

,0
90

69
4 

57
 

一
般

機
械
 

84
43
99
 

プ
リ

ン
タ

・
複

写
機

・
フ

ァ
ク

シ
ミ

リ
の

部
分

品
・

付
属

品
 

キ
ャ
ノ
ン

 
19

33
16

8,
87
9

1,
74
8 

セ
イ
コ
ー
エ
プ
ソ
ン

 
19

42
77

,9
36

53
2 

富
士
ゼ
ロ
ッ
ク
ス

 
19

62
40

,1
59

20
0 

58
 

鉄
鋼
 

72
10
49
 

亜
鉛
め

っ
き

鉄
ロ

ー
ル

幅
６

０
０

ｍ
ｍ

以
上

（
除

く
波

形
・

電
気

め
っ

き
）
 

1
位
鉄
鋼
参
照
 

大
同
特
殊
鋼

 
19

16
10

,4
14

37
2 

59
 

運
動

用
具
 

95
06
31
 

ゴ
ル

フ
ク

ラ
ブ

 
ミ
ズ
ノ

 
19

06
1,

98
2

26
1 

P
R
GR
 

19
17

17
,5
66

38
9 

遠
藤
製
作
所

 
19

50
3,

03
8

12
 

60
 

精
密

機
器
 

90
01
90
 

プ
リ

ズ
ム

そ
の

他
光

学
用

品
（

非
装

着
・

研
磨

済
）

 
-
 

- 
- 

- 

61
 

輸
送

機
械
 

87
03
23
 

乗
用

車
（

ガ
ソ

リ
ン

エ
ン

ジ
ン

、
１

５
０

０
ｃ

ｃ
超

３
０

０
０

ｃ
ｃ

以

下
）

 

2
4
位
運
送
機
械
参
照
 

 

62
 

電
気

機
械
 

85
29
90
 

送
信
・

受
信

・
受

像
機

器
の

部
品

 
-
 

- 
- 

- 

63
 

写
写
・
映
画
用
材

料
 

37
05
90
 

そ
の
他

写
真

用
プ

レ
ー

ト
類

（
露

光
・

現
像

し
た

も
の

）
 

5
位
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
参
照

 

64
 

一
般

機
械
 

84
09
91
 

そ
の

他
の

ガ
ソ

リ
ン

エ
ン

ジ
ン

の
部

品
 

理
研
 

19
27

1,
64
8

86
 

フ
ジ
オ
ー
ゼ
ッ
ク
ス

 
19

51
44

3 
30
 

65
 

電
気

機
械
 

85
38
90
 

そ
の
他

の
電

気
制

御
・

配
電

盤
等

の
部

品
 

2
2
位
電
気
機
械
参
照
 

66
 

一
般

機
械
 

84
14
80
 

そ
の

他
の

気
体

圧
縮

機
・

気
体

ポ
ン

プ
 

U
L
VA
C 

19
52

1,
81
1

20
9 

I
H
I 

18
53

24
,8
90

95
7 

67
 

非
鉄

金
属
 

71
06
10
 

銀
の
粉

 
三
井
金
属
鉱
業

 
18

74
9,

85
1

42
1 

68
 

一
般

機
械
 

84
79
50
 

産
業

用
ロ

ボ
ッ

ト
 

フ
ァ
ナ
ッ
ク

 
19

72
4,

91
4

69
0 

安
川
電
機

 
19

15
8,

17
6

23
1 
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長
岡
大
学
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